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1．はじめに

　産業連関分析は，地域の産業構造分析や政策や経済・社会的ショックの影

響分析など多くの実務的な分析ツールとして広く用いられている。産業連関

表はすでに全ての都道府県レベルで作成されており，都道府県レベルの政策

評価などに活用されている。しかしながら基礎的行政主体である市町村レベ

ルでは，政令指定都市を除けば，産業連関表の作成が進んでおらず，市町村

レベルでの政策の効果を産業連関表に基づいて分析することは困難である。

　野村・木下・齋藤・朝日（2011）では，地域の観光政策の基礎的な分析と

して，山口市・萩市・その他県・県外の4地域間産業連関表を作成し，山口

市と萩市に宿泊した観光客の経済効果を推計した。その結果，観光政策のよ

うな地域政策では，政策効果について各地域にある程度の相互作用が生じて

おり，現在のように都道府県レベルでまとめた評価では不十分であることが

明らかとなった。また，このような小地域レベルでの政策効果の多くは，当

該地域から県内のその他地域あるいは県外へ多くが漏出してしまうことも

明らかとなっている。したがって，市町村のような小地域レベルにおける産

業連関分析では，小地域間の相互作用や域外への漏出を考慮した分析が重要

である。

　地域政策評価においても，費用・便益分析を行うことは政策効果分析の基

礎となっている。しかし，小地域を中心とした地域間産業連関表を作成すれ
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ば，小地域における政策効果が当該地域のみに波及するのではなく，他の小

地域に波及し，また多くが域外の大地域へ漏出していくことが明らかとな

る。また政策効果は漏出するだけでなく跳ね返ってくる部分もあることが分

かる。地域政策評価の費用・便益分析の多くは，当該地域内のみの政策効果

を測定するため，このような域外への漏出や跳ね返りを捉えることが出来

ず，政策効果が過小に推計される結果となっている。そのため，日本全体で

考えれば有効な地域政策が，当該地域ベースでは非効率なものと判定され，

実施が中止や見送りとなってしまう恐れがある。このような地域政策評価の

齪齪｝を避けるためには，小地域レベルの地域間産業連関表が必須である。本

研究では，小地域レベルの地域間産業連関表を作成する上で，非常に困難を

伴う地域間交易の推計について分析する。

2．小地域レベルの地域内産業連関表の作成

　小地域レベルの地域間産業連関表を作成するためには，分析対象の小地域

（市町村）について図1のような地域内産業連関表を作成すれば良い。小地域

の地域内産業連関表の作成については，本田・中澤（2000），中澤（2001），

朝日（2004）を参考に，野村・木下・齋藤・朝日（2011）と同様に推計して

いる。小地域の産業連関表作成では，都道府県と比べても必要な統計資料が

利用不可能となっており，域内生産額（CT）や付加価値部門，最終需要部

門などの推計には，まだまだ改善を検討すべき点が多く残されている。しか

しながら，本研究では地域間産業連関表の地域間交易部門の推計を中心に議

論する。そのため，地域内産業連関表の作成については検討が不十分である

点が残されている点に注意が必要である。
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図1　s地域内産業連関表（s＝1，2，…，r）
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　市町村の産業連関表を作成する際には，最初に産業連関表作成基本要綱に

沿って市内生産額（CT）を推計する必要がある。ところが，都道府県レベ

ルの産業連関表の作成に用いることが可能な調査データは比較的豊富に存在

するにもかかわらず，市町村では実施されていない調査が多い。そのため，

代用可能な全国や県レベルの調査データと市町村データを用いて，全国もし

くは都道府県のCTを按分する方法がとられる場合が多くみられる。本研究

においても，平成17年時点の山口県のデータと合併後の山口市（平成24年4

月1日現在の範囲）のデータによって山口県産業連関表の生産額を按分する

試みを行っている。部門数については山口県で公表されている最も詳細な表

の部門数が108部門であることから，この部門数で推計を行うことにした。

その詳細を以下に示す。

　①　農林水産業

　耕種農業，畜産については，「山口農林水産統計年報」に掲載されている

市町村別農業産出額の山口県に対する山口市の構成比を算出し，これをもと

に県の生産額を山口市に按分する方法を用いた。同様にして，農業サービス

については市町村別生産農業所得林業については「山口県森林林業統計要

覧」に掲載されている林野面積，漁業については「山口農林水産統計年報」

の魚種別漁獲量を用いて山口県の生産額を山口市に按分した。

　②　鉱業

　非金属鉱物については，平成16年と平成18年の「事業所・企業統計」の従
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業員数を用いて平成17年の従業員数を線形補間推計し，山口県と山口市の構

成比で山口県の生産額を山口市に按分した。尚，これ以降の「事業所・企業

統計」の記述は，「事業所・企業統計」の産業小分類すべてを産業連関表の

統合分類に合わせて組替え，上記と同様に平成17年のデータを推計している

ことを示している。

　③　製造業

　政令指定都市では産業連関表における製造業の生産額の推計に「工業統計

組替集計結果」を用いている。しかし山口県の各市は政令指定都市ではない

ため，このデータは利用できない。また山口県全体では「工業統計」におけ

る小分類が公開されているが，県内各市レベルでは中分類しか公開されてい

ない。そこで，「工業統計」の中分類において製造品出荷額等の総額を用い

て山口県の生産額を山口市に按分した後に，「事業所・企業統計」の小分類

を産業連関表の分類に調整した従業員数の比率を用いて，中分類の生産額を

分割することによって山口市の生産額を推計した。また，合併前の市や町に

よっては工業統計で秘匿されている場合があり，その場合には中分類での企

業1社あたりの生産額を計算し，企業数に乗じて秘匿部門の生産額を推計し

た。

　④建設業

　建築および建設補修は，「建築統計年報」の工事費予定額について山口県

と山口市の比率を計算し，山口県の生産額に乗じて推計した。公共事業は

「市町村決算概要」に記されている公共土木工事費について山口県と山口市

の比率を計算し，この比率を山口県産業連関表の生産額に乗じて山口市の生

産額を算出した。

　⑤電力・ガス・水道業

　電力，熱供給業は詳細なデータが公表されていないため，「事業所・企業

統計」の数値を用いて山口県産業連関表の生産額を按分した。都市ガスにつ

いても同様に推計した。水道業は「市町村別水道普及状況」に掲載されてい

る年間給水量について山口県と山口市の比率をもとめ，山口県の生産額を按
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分した。廃棄物処理は県廃棄物リサイクル対策課の「廃棄物処理事業の事業

所調査」データから山口県と山口市の従業員数を求め，これらの比率をもと

に山口県の生産額を按分した。

　⑥　商業

　平成13年と18年の「商業統計」の販売額から平成17年の山口県と山口市の

販売額を線形補間推計し，この比率を用いて山口県の生産額を按分した。

　⑦　金融・保険

　金融・保険は平成16年と平成18年の「事業所・企業統計」から推計した従

業員数の比率で山口県の生産額を按分した。

　⑧不動産

　不動産仲介及び賃貸は「事業所・企業統計」の従業員数について山口県と

山口市の比率をもとめ，山口県産業連関表の生産額を按分した。住宅賃貸料

は「住宅・土地統計調査報告」の平均家賃と借家の数の積を計算し，これら

の山口県と山口市の比率で山口県産業連関表の生産額を按分した。

　⑨　運輸・通信業

　鉄道旅客はJRの各駅別利用客数を用いて計算した。道路貨物は「事業

所・企業統計」から山口県と山口市の従業員数をもとめ，山口県産業連関表

の生産額を按分した。自家用自動車輸送は中国運輸局の車種別自動車台数の

山口県と山口市の比率を計算し，この比率をもとに山口県産業連関表の生産

額を按分した。倉庫と運輸付帯サービス，通信，放送は「事業所・企業統計」

の従業員数から山口市の県に対する比率をもとめ，山口県産業連関表の生産

額を按分した。

　⑩　公務

　公務は「市町財政概要」に掲載されている県と山口市の議会費の比率をも

とめ，山口県産業連関表の生産額を按分した。介護およびその他は「事業

所・企業統計」の比率を用いて，山口県の生産額を按分した。

　⑪　サービス

　サービスは「事業所・企業統計」の従業員数を用いて山口県と山口市の比
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率を計算し，山口県産業連関表の生産額を按分してもとめた。

　投入係数は，山口県産業連関表の投入係数を用いた。付加価値部門につい

ては，山口県産業連関表の付加価値係数にCTを乗じて求めた。市内の最終

需要額の推計については，山口県の県民経済計算の県内生産額，各市の市町

村民経済計算の市民生産額をそれぞれ暦年ベースに計算した。次に先の市内

生産額と山口県における県民経済計算の生産額の比率を用いて山口県の産業

連関表における県内生産額を按分し，各市の産業連関表の市内生産額を算出

した。各最終需要額については山口県の最終需要項目の構成比を掛け合わせ

ることによって各産業に振り分けた。民間消費支出については「山口市家計

調査」データに世帯数を掛け合わせた割合を用いた品目ごとの値を確認し，

必要が生じれば調整した。

　山口県産業連関表では，移出と輸出，移入と輸入がそれぞれ合算されて標

記されている。地域間産業表の作成のためには，移出と輸出，移入と輸入を

分離する必要がある。したがって，「中国地域産業連関表」から各部門の移

出・輸出比率と移入・輸入比率を計算し，山口県産業連関表の対応部門の移

輸出総額と移輸入総額を各比率によって分割した。山口県産業連関表は108

部門に対して，中国地域産業連関表は80部門であるため，山口県の内訳不詳

な部門については各内訳部門とも同じ比率であると想定して分割した。山口

市産業連関表における各部門の輸出は，上記で求めた県全体の輸出額に山口

市の市内生産額と山口県の県内生産額の比率を乗じて按分した。同様に各部

門の輸入については，県全体の輸入額に山口市の域内需要額（＝中間需要額

＋最終需要額）と山口県の域内需要額の比率を乗じて按分した。　山口市に

おける移出と移入の推計については，第3章で考察し推計する。

　s地域の地域内産業連関表を完成させるためには，図2の地域間交易を推

計する必要がある。ここで，例えばT12は地域1から地域2への移出を示す

と同時に地域2の地域1からの移入を示している。したがって，図2の表を完

成すれば全ての地域における地域内産業連関表を完成させることができる。
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井出（2003）と山田（1994）の三重県の事例を参考に，地域間交易係数を推

計することにより図3のような地域間非競争移入型のs地域間産業連関表を

完成させることができる。

図2　m地域間交易の構造
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　野村・木下・齋藤・朝日（2011）ように地域間交易係数（T）や他の行列

（A，X，　F，　E，　M）を定義すれば，　TAXにより供給地域別の財貨・サービ

スの産業部門間取引額が求められ，TFにより供給地域別の財貨・サービス

の最終需要部門間取引額が求められることが確認できる。したがって，図3

のように組み替えられた産業連関表での関係より，s地域間の需給バランス
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式は，
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　　　　　　　　　　　7’∬／いx∫十7「∬F∫

と表されることで確認できる。地域間産業連関表では，ある地域が他の地域

から移入した財貨・サービスは，その供給地域が移輸入した財貨・サービス

を含まないと定義されているため，各地域の輸入係数の分母をこのように定

義する必要がある。

　ここで，全体の輸入係数を表す行列を

　　　　血10　…　0

　　．　0血2　　0
　　M＝　　・・x・・　　i　　　　’・．　i

　　　　O　O　…必

と定義すると，M＝五4［7’＊、4X＋7’＊F］が成立するので，　s地域間の需給バラ

ンス式Z4X＋7F＋E＝X＋Mを輸入係数を使って変形すると，

　　z4x＋7ア＋E＝x＋．M［7「零．4x＋7’＊F］

　　　　　　　　＝x＋M7「＊24x＋、へ47’率F
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となる。これを更にXについてまとめると，

［1－7｝4＋ルfT廓24］X＝TF＋E－．M7’串．Fとなるので，　Xについて解くと，

　　x＝［∫－z4＋、M7’＊24］－1［7ア＋E一ルf7「寧F］

　　　＝［∫一（T－〃T＊）孟P［（T－M7「りF＋E］

を導出することが出来る。

　第4章では，non－survey法による地域間交易推計と「物流調査」との補完

的アプローチによる地域間交易推計が，生産波及効果においてどのような差

異を持つかを考察するため，3地域間産業連関表において，山口市の宿泊観

光客の最終需要Mの生産誘発効果△Xを，

　　△xニ［！一（7「一ルfT＊）孟］－1［（7L、MTりM］

により計算して比較する。ここで，上式で最終需要に乗じられている（7’一

．M7「りは，各部門の平均的な自地域財供給率を示しており，観光客の最終需

要の生産誘発効果を計算するには適していない。例えば，当該地域を訪れた

宿泊者の旅館・その他の宿泊所における最終需要は100％がその地域で供給

されており，他地域から移輸入されるとは考えられない。このように，一般

的にサービス産業や運輸・通信産業などに関しては，その地域で購入された

金額の100％が当該地域により供給される。つまり，（T－M7「串）の対応行を0

として生産誘発効果を計算しなくてはならない。本研究では，108部門表に

おいて建築部門より大きな番号に対応する部門に関しては，そのような調整

を行っている。同様に，土産物についても食料品や農産物，製造業の一般的

な自地域財供給率とは異なる構造があると考えられるが，本研究では各部門

の平均的な自地域財供給率を用いて生産誘発効果を計算している。

3．地域間交易の推計

（1）地域間交易推計に関する既存研究

　地域間交易に関する研究は，物流や貨物流動といった地理学からの研究や

地域間の構造を把握するために，地域間がどのような関係性をもつかを分析
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するもの，地域間交易係数の推計方法としてグラビティ・モデルの利用や，

Location　Quotient　Modelなどのノンサーベイ手法を用いるものなど多岐に

わたっている。

　地理学的研究として，野尻（1993）は1980年の運輸省の地域貨物流動調査

のデータを用いて貨物流動の構造について因子分析を利用して分析してい

る。羅（2002）は中間財の交易フローデータを得るために，通産省が出して

いる9地域間産業連関表を用いて，地域間交易表を作成し，地域間中間財の

需要と供給によって地域間フィードバックループを把握し，中間財の交易フ

ローを自地域内の中間財フローと地域間の中間財の交易フローに分けて，地

域の全体の中間財のフローの中で地域間中間財フローが占める割合をみてい

る。これを80年，85年，90年の3年分について時系列的な変動の中でどのよ

うなレベルとなっているかについて検討を加えている。いずれも，部門分類

について，分析をしていない。

　福地（1998）では，ソローのマクロ成長モデルを他地域へ拡張し，その動

学的特性を示した研究として，さらに進めたものである。生産要素は生産性

格差に応じて地域間を移動するが，資源移動・地域間格差・長期的資源配分

が互いに根源的に関連していることが示される。生産要素の外部性の有無は

大きな意味を持つが，外部性がなく，各地域が独立に生産している場合に，

地域間距離の大小は要素移動や生産物の交易を通じて影響を持つ。さらに，

生産要素に外部性があると，地域の繋がり，地域間の距離の変化や，ハブ・

港・連結点等の地域特性が重要な意味を持ち，地域間の最適資源配分構造に

影響を及ぼす。そして，定量的な距離を捨象して対地域点の連結性を論じる

理論であるグラフ理論を用いて，他地域経済を規定する4要因（要素分布，

経済規模，要素移動グラフと距離）について述べている。最後に，距離行

列の性質を論じて，ハブにおける社会的・私的生産性の乖離と格差解消費用

について分析している。ただし，これは部門別では分析をしていない。

　グラビティ・モデルの利用では，金子（1966）が詳細に解説を加え，紹介

している。また，実際利用した事例では，山野（2002）は電力会社の供給区
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域に対応した地域間産業連関表を用いて多地域間経済・産業連関モデルを構

築し，今後の地域間交通ネットワークの整備が各地域の産業構造に与える影

響について分析をしている。そこでの地域間交易モデルは2地域間の移動量

を簡便にあらわすことができるグラビディモデルを採用している。王在吉吉

（2003）は中国29行政地域において，地域間産業連関表（非競争移入型）の

作成を行うため，地域間交易係数の推計方法を検討し，地域間交易のパター

ンを議論している。ここでは，グラビティ・モデルの考え方を用いて，既存

の統計資料に基づいて地域間交易係数を推計している。

　石川（2005）では，地域間交易推計のために海外，国内で分析されてい

るノンサーベイ手法を概観し，既存研究におけるノンサーベイ手法を評価

している。それにより日本の地域産業連関表を用いて中部，三重県，三重

県の北勢について，ノンサーベイ手法の代表的なSimple　Location　Quotient

Methodのパフォーマンスを評価している。地域レベルが小さいほど移輸出

入部門の実額の推計は推計誤差が大きくなる傾向があるという結論を得てい

る。

　また，杉浦（1989）は，エントロピー概念に基づく重力モデルの理論的解

釈を示している。重力モデルは，Newtonの重力法則との単なる類似性でモ

デルが定式化されていることである。そのため，エントロピー最大化型空間

的相互作用モデルを用いて，重力モデルとの推計の結果を示している。

　本研究では，石川（2005）の議論を踏まえて，non－survey手法の一つで

あるLocation　Quotient　Method（LQ法）を応用した野村・木下・齋藤・朝

日（2011）を用い，survey法との比較を通して，その妥当性について議論

する。この方法は，部門別の地域間交易額が地域内産業連関表の数値のみか

ら推計できる点で優れており，理論的には任意のs地域間産業連関表につい

て適応可能である。

（2）山ロ県内における物流調査の結果

地域間交易をsurvey法により推計するためには，大規模な物流調査を実
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施する必要がある。山口大学の観光経済研究プロジェクトでは，山口県内の

主要な観光地域の相互関係を分析することを目的として，山口県内を7地域

に分割した地域間産業連関表の作成を計画し，2007年3月に住所情報を入手

できた山口県内企業4000社程に物流調査を実施した。残念ながら回答数は

254社に止まり，本格的なsurvey法による推計は断念したが，本研究では

この調査の結果をnon－survey法と組み合せることで，　non－survey法では不

十分な情報を追加することを試みている。

「物流調査」

実施時期：2007年3月1日～31日

調査対象時期：2005年の一年間の取引

実施主体：山口大学観光経済研究プロジェクト

調査方法：返信用封筒とともに質問票を郵送

回収数：253社（回収率：約6％）

山口市内：126社，その他県内：125社，不詳・県外：2社

　　出荷額・出荷先・仕入元の全てで回答なし：42社（山口市）

　　出荷額・出荷先・仕入元の全てで回答なし：9社（その他県）

有効回答数：200社（山口市：84社，その他県：ll6社）

　山口大学の実施した物流調査では，企業の基本情報の他に，出荷額，出荷

先の山口県内での割合（または金額，出荷品目毎に記入），仕入れ元の山口

県内での割合（または金額，仕入品目毎に記入）を調査している。山口県内

は，①山口市・阿東町・防府市，②長門市・萩市・阿武町，③下関市，④宇

部市・山陽小野田市・美祢市・秋芳町・美東町⑤周南市・下松市・光市，

⑥岩国市・和木町，⑦柳井市・周防大島町・平生町・田布施町（以上すべて，

2007年3月時点での行政区域），の7地域に分割されている。県外については，

福岡県・広島県・その他九州地方・その他中国地方・その他国内に区分して

回答する形になっており，出荷先については輸出割合，仕入元については輸

入割合を記入する欄も設けられている。この他に年間設備投資額の内訳や，

建設業者には年間工事総額の内訳も調査している。
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図4　「物流調査」の部門別内訳と地域間交易額の修正パターン

部門名 山ロ市 その他県
山ロ市数値
　で修正

その他県数値

　で修正
lOバランス

　と矛盾

調査からの

推計不適
2 畜産 0 1 1

5 漁業 1 2 1

7 非金属鉱物 0 2 1

9 食料品 5 5 1

10 飲料 0 1 1

14 衣服・その他の繊維既製品 0 1 1

15 製材・木製品 3 5 1

17 パルプ・紙・板紙・加工紙 0 1 1

18 紙加工品 2 0 1

19 印刷・製版・製本 0 3 1

21 無機化学工業製品 0 1 1

30 プラスチック製品 0 1 1

34 セメント・セメント製品 0 5 1

36 その他の窯業・土石製品 0 1 1

41 非鉄金属製錬・精製 0 1 1

43 建設・建築用金属製品 0 3 1

46 特殊産業機械 0 3 1

59 自動車部品・同付属品 0 1 1

61 その他の輸送機械・同修理 0 1 1

65 建築 10 20 1

66 建設補修 2 0 1

67 公共事業 1 8 1

68 その他の土木建設 12 4 1

70 ガス・熱供給 1 0 1

73 商業 26 21 1

74 金融・保険 1 3 1

75 不動産仲介及び賃貸 2 3 1

79 道路輸送（除自家輸送） 2 1 1

81 水運 0 4 1

84 倉庫 0 1 1

86 通信 1 0 1

87 放送 1 1 1

88 情報サービス 1 1 1

90 映像・文字情報制作 0 1 1

92 教育 1 0 1

94 医療・保健 1 0 1

99 物品賃貸サービス 0 3 1

101 その他の対事業所サービス 4 5 1

102 娯楽サービス 1 0 1

103 飲食店 3 0 1

104 宿泊業 2 0 1

106 その他の対個人サービス 1 2 1

計 84 116 4 4 11 23

　図4は物流調査の部門別回収数を示している。回収先として，商業部門や

建設関連部門が大きな比重を占めていることが分かる。本研究では，山口

市・その他県・県外の3地域間産業連関表の推計を試みているので，企業の

所在地を山口市・その他県内に2分して集計している。地域間交易について

は，出荷額総額に占める各地域の比率をベースに推計を行っている。産業連

関表におけるバランス条件の調整のため，山口市とその他県内の両方から回
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答があった部門については，山口市内の企業の回答に基づいた推計を行い，

その他県との取引は調整項としている。サービス産業部門については，こう

した調査から地域間交易は推計できないが，仕入元の情報から地域間交易の

推計を補完することを想定している。本研究では，仕入元の情報や設備投資

額の内訳などからの補完についても検討したが，出荷額ベースとの整合性や

産業連関表におけるバランス条件との調整方法など課題が多く，本研究では

出荷額ベースでの推計のみを検討することとした。その結果，各部門の地域

間交易の数値は，非常に少数の企業の回答に基づくものとなっており，バラ

ンス条件を外れたものも多くあった。

　我々の物流調査の結果は，研究者レベルでの郵送調査の限界を示してお

り，3地域間産業連関表でのsurvey法による推計には，小地域内企業を中

心に訪問調査を組み合せるなどの追加的調査が必要である。調査の効率を上

げるための方法については，non－survey法との補完的アプローチの議論の

中でさらに検討する。

（3）non－sunley法による推計

　地域間交易をnon－survey法により推計する場合，いくつかの有力な方

法が存在しているが，本研究では，石川（2005）の議論を踏まえて，non－

survey手法の一つであるLocation　Quotient　Method（LQ法）を用いるこ

ととした。推計の詳細については，野村・木下・齋藤・朝日（2011）をご

参照いただきたい。通常のLQ法では，2地域間の交易関係を対象に推計を

行っているため3地域間産業連関表の作成までが限界であるが，野村・木下・

齋藤・朝日（2011）では山口県内を3つの地域に分割した4地域間産業連関表

を推計するため，図5～7までの3段階のそれぞれにLQ法を応用している。

本研究では，物流調査の結果と組み合せた推計との比較を議論するために，

平成17年の山口市産業連関表を作成し，山口県内を2つの地域に分割した3地

域間産業連関表を作成しているが，将来的には更に地域を分割した地域間産

業連関表の作成を目指しているため，野村・木下・齋藤・朝日（2011）と同
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様なnon－survey法による推計を行っている。

　2章の地域産業連関表作成によって，各地域について図1のような地域内産

業連関表が作成されている。ただし各地域別の移出と移入については本章の

地域間交易の推計によって計算される。ここで，地域sの純移入額は，図1

の関係から以下のように計算される。

　　π5ニ．45x∫＋17∫＋ELM∫－x∫

　　　＝1V5一ひ

　　ぴ一Σσ鷺　湖一ΣM
　　　　7≠5　　　　　　　　　　　　　　　　7≠s

　また，全ての地域について純移入額を合計するとゼロとなる．

　　ヨ　　　　　　　ヨ
　　Σμ一Σ［．45x∫＋F写＋E5－．M5－x：s］－0

　　3＝1　　　　　5＝1

地域間交易について，地域sから地域rへの移出をTS「とすると，純移入額

と地域間交易には以下のような関係が成り立つ．

　　（1）H1＝Nl－U1＝T21＋T31－Tl2－Tl3

　　（2）H2＝N2－U2ニTl2＋T32－T21－T23

　　（3）H3ニN3－U3

　　（4）N3ニT13＋T23

　　（5）U3ニT31＋T32

STEP1．

　山口県産業連関表から山口県（中間地域M）から県外への移出入の数値

は利用可能であるので，山口県の県外からの移入（U3：県外から山口県へ

の移出）を山口県の地域内需要計比率で割り振り，山口県から県外への移出

（N3：県外の山口県からの移入）を県内の生産額比率によって割り振る。こ

こで，

　　山口県の地域内需要計：　AMXM＋FMニ（AlXl＋Fl）＋（A2×2＋F2）

　　山口県の生産額：　　　XMニXl＋X2
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である。したがって，山口県の県外からの移入について，

　　　　　　　　　　　　　　　　　、42×2＋F2　　　　　　、41Xl＋Fl
　　fl＝σ3×　　　　　　　　　　　　　7「32＝σ3×
　　　　　　．4翌x財＋FM’　　　　　　　　　　　　　　　　　、4MXM＋FM

山口県から県外への移出について，

　　F－M・景P一炉×景

となる。

STEP2．

　山口市とその他県について，（1）式より（（2）式に基づいても数学的には同

値），

　　T21－T12＝HL　T31＋Tl3

ここで，山口市とその他県について特化係数を計算し，特化係数が1未満の

地域からの移出をゼロと考えると，T21とT12の値を確定することが出来る。

（4）sun／ey法とnon－survey法の補完的アプローチによる推計

　野村・木下・齋藤・朝日（2011）によるnon－survey法による推計は，理

論的には県内をいくつの地域に分割しても適用可能であるが，限られた情報

の中で未知の地域間交易部分を推計していくため，推計には限界が生じる可

能性が高い。一方で，我々の実施した物流調査の結果から，地域を小さく分

割した場合，企業からの回答回収は非常に困難であり，survey法による小

地域レベルの地域間産業連関表の作成は現実的ではない。本研究では，3地

域間産業連関表レベルでnon－survey法の推計結果とsurvey法で補完され

た推計結果を比較し，non－survey法を補完する時にどのような情報を調査

によって収集することが重要であるかを検討する。

　野村・木下・齋藤・朝日（2011）によるnoルsurvey法を一般的に記述す

ると以下のようになる。2章の地域内産業連関表作成によって，各地域につ

いて図1のような地域内産業連関表が作成されている。ただし各地域別の移
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出と移入については本章の地域間交易の推計によって計算される。ここで，

地域sの純移入額は，図1の関係から以下のように計算される．

　　1∫∫＝．4∫X3＋－F∫＋E一、ルf5－X3

　　　ニN一ひ

　　ひ一Σσ艦　が一ΣM
　　　　プ≠5　　　　　　　　　　　　　　7≠∫

　また，全ての地域について純移入額を合計するとゼロとなる。

　　　　　　　　　　　　　　

　　ΣF一Σ［孟歴＋P＋E・一必一測一〇
　　∫＝1　　　　　5＝1

　ここで，mは地域間産業連関表における地域数を示しており，県内を小

地域に分割する地域間産業連関表では，m番目の地域は県外に対応してい

る。地域間交易について，地域sから地域rへの移出をTs「とすると，純移

入額と地域間交易には以下のような関係が成り立つ。

　　HlニNl－U1＝T21＋T31＋…　＋T肝11＋Tml－Tl2－T13－…　－Tl　m　1－Tlm

　　H2＝N2－U2＝Tl2＋T32＋…　＋T肝12＋Tm2－T21－T23－…　－T2　m　1－T2m

　　H肝1＝N肝LUml＝TImq＋T2m’1＋…　＋Tmm冒LT耐4－Tm12－…　－Tmlm

　　Hm＝Nm－um

　　Nm＝Tlm＋T2m＋…　＋T耐m

　　Um＝Tml＋Tm2＋…　＋Tm’ml

STEP1．

　県の産業連関表から県内（中間地域M）から県外への移出入の数値は利

用可能であるので，県内の県外からの移入（um：県外から県内への移出）

を県内の地域内需要計比率で割り振り，県内から県外への移出（Nm：県外

の県内からの移入）を県内の生産額比率によって割り振る。ここで，

　県内の地域内需要計：AMXM＋FM＝（AIX’＋F1）＋（A2×2＋F2）＋…＋（Am1X耐＋Fm4）

　県内の生産額：　　XM＝Xl＋X2＋…＋X副



一 102－（606） 山口経済学雑誌　第61巻　第6号

である。したがって，県内の県外からの移入について，

　　　　　　．41×1＋F1　　　　　　　　　　　　　　　　、42×2＋F2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．43×3＋F3
　7’用1＝σ脱×　　　　　　　　　　　7「脚2ニこP×　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7’耀3ニσ切×
　　　　　月MXM＋FM’　　　　　　　　　　　　　　　孟MXM＋FM’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　溜XM＋FM’

　　　　　　　　　．4規　lx泌一1＋F挽一1
　…，丁所灌　1＝ぴ×
　　　　　　　　　　．4μXM＋FM

県内から県外への移出について，

四一M・景沖一M・董沖一M・景・…P－1・－M×肇

として推計できる。

STEP2．

　小地域1と小地域1を除く県内（中間地域M1）について，　H2＋H3＋…＋

rlより，純移入額とSTEP1で推計した地域間交易を右辺まとめると以下の

ようになる。

　Tl2＋Tl3＋…　＋Tl　m’1－T21－T31－…　－Tm’11

　　　＝H2＋H3＋…　＋Hm’1－Tm2－Tm3－…　－Tm　m’1＋T2m＋T3m＋…　＋T耐’m

　ここで，小地域1と中間地域Mlの問の交易として考えると，

　　小地域1から中間地域Mlへの移出：Tl’M1ニT12＋T13＋…＋T1’肝1

　　中間地域Mlから小地域1への移出：TM1’1ニT21＋T31＋…＋T肝1’1

となる。ここで，小地域1と中間地域Mlについて特化係数を計算し，特化係

数が1未満の地域からの移出をゼロと考えると，non－survey法による推計と

なり，

　TIM1－TMl’1＝H2＋H3＋…　＋Hm’1－Tm2－Tm3－…　－Tm’m冒1＋T2m＋T3m＋…　＋T【ル1’m

の関係より，小地域1と中間地域M1の地域間交易総額を決定することが出来

る。この地域間交易総額を県内と県外との地域間交易と同様に割り振ると以

下のようになる。

　　i）TI　M’が割り振り先の場合（TM1’1はゼロ）：
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　　　　　．42×2＋F2
Tl2＝TlMl×
　　　　　．4銘x銘＋F瓢

　　　　　　．43×3＋F3
，7’13＝7「1瓢×
　　　　　　．4瓢XM1＋．F銘

　　　　　　　　　　　．4規一lx初一1＋F解一1
　　…　　Tl切一1ニTIM1×
　　　’　　　　　　　　ノ1瓢x銘＋F銘

ii）TMHが割り振り先の場合（TI　M’はゼロ）

　　　　　　　Xl　　　　　　　X3
T21ニ丁瓢’× ア・T3’ニ7脳’×ア’”・T　”窺二丁瓢’×X賜

X初　1

したがって，non－survey法では，この段階で特化係数が1未満の地域からの

移出がゼロとなり，地域間交易の双方向性を推計できない。ここで，小地域

1の企業について物流調査を実施し，出荷先の県内上位3位（具体的な市町

村名）と県外，輸出の割合を調査できれば，各部門の出荷額と県内各地域

の割合を乗じて主要なTl’の移出額が求められる1＞。こうしてT1’Mが決まれ

ば，TM”1の総額を決定することが出来るので，あとはiiの方法で各地域別の

交易を推計すればよい。この時，TMI・1が負の値になることもあるが，そ

の場合は，①小地域1の特化係数が1未満であれば，T”Mをゼロとしてnon－

survey法と同様に計算する，②小地域1の特化係数が1より大きい場合は，

TMI・1がゼロとなるように県外や海外からの移入の地域割り振りを調整す

る，など微調整が必要となる。

STEP3．

　さらに小地域2を独立させた地域間産業連関表を推計するためには，小地

域2と小地域1と小地域2を除く県内（中間地域M、）を想定して，H3＋…＋

r1より，純移入額とSTEPI，　STEP2で推計した値からSTEP2と同様に計

算すれば良い。survey法による補完についても同様に，小地域2内の企業に

対する同様の物流調査を実施することで可能となる。

1）県内上位3位以外へも出荷がある場合には、残余を各地域の域内需要額などで割り振る

　計算が必要となる。
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LAST　STEP．

　小地域m－2と小地域m－1（その他県）との交易については，任意の純

移入Hに関する式から（例えば，H耐の式について），

　Tm’l　m－2－Tm－2　m’1＝T1’m’1＋T2’m’1＋…　＋Tm’恥L　Tm‘レLTm－1’2－…　－T【ル1’m－Hm匿1

と変形できるので，前のSTEPで推計済みの右辺の数値から，小地域m－2

と小地域m－1との問の交易についても地域間交易総額が計算でき，特化係

数によりSTEP2と同様に割り振ることが出来る。地域数が少ない場合には，

その他県が十分に大きな規模の地域となっているので，物流調査による補完

により，相互交易の推計も可能となる。

　図5から図7は，山口県を山口市・萩市・その他県の3地域に分割した4地域

間産業連関表の作成プロセスを示している。図5はSTEP1のプロセスを示し

ており，この段階では物流調査は必要ない。図6はSTEP2のプロセスを示し

ている。non－survey法では，山口市から中間地域Mlへの移出か，中間地域

Mlから山口市への移入のどちらかがゼロであると推計される。ここで，山

口市の企業について物流調査を実施すると，山口市から中間地域Mlへの移

出を推計できる。中間地域M1から山口市への移入については，　norトsurvey

法の特化係数と産業連関表のバランス条件と整合的に調整する。産業連関表

のバランス条件と矛盾する物流調査の推計値が出た場合には，産業連関表

のバランス条件を優先する。図7はLAST　STEPのプロセスを示している。

non－survey法では，萩市からその他県への移出か，その他県から萩市への

移入のどちらかがゼロであると推計される。ここで，萩市の企業について物

流調査を実施すると，萩市からその他県への移出を同様に推計でき，相互交

易を含む地域間交易の推計が可能となる。



図5

図6

小地域レベルにおける地域間交易係数の推計

第1段階：全国表を2地域に分割する

第2段階：山ロ県を2地域に分割する

（609）－105一

図7　第3段階：その他県を更に2地域に分割する
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4．山ロ市湯田温泉宿泊客の経済効果による比較検討

　non－survey法とnon－survey法を物流調査で補完したアプローチによっ

て，山口市・その他県・県外の3地域間産業連関表をそれぞれ推計した。山

口大学が行った物流調査は回収数が非常に小さかったため，物流調査による

補完は，山口市内の企業による移出データだけでなく，その他県内の企業に

よる移出データも用いて行った。山口市内の企業による修正は，「漁業」「食

料品」「製材・木製品」「紙加工品」の4部門について行っている。その他県

内の企業による修正は，「非金属鉱物」「飲料」「印刷・製版・製本」「建設・

建築用金属製品」の4部門について行っている。

　2つの方法で作成した3地域間産業連関表の生産波及効果を比較するため

に，野村・木下・齋藤・朝日（2011）で行った山口市湯田温泉宿泊客の経済

効果について再推計を行った。図8は，比較のために用いた直接効果の内訳

を示している。山口市内における需要がどのように波及するかを確認するた

め，直接効果については山口市内で生じた直接効果のみに限定している。物

流調査による補完を行った部門では，「食料品」と「飲料」における直接効

果額が大きくなっており，波及効果に違いを生じる要因となることが予想さ

れる。

　non－survey法と物流調査で補完したアプローチ（hybrid）によってそれ

ぞれ推計した3地域間産業連関表による生産波及効果の結果が図9である。総

合的な生産誘発額については，non－survey法によるものと物流調査で補完

したものにほとんど違いはないが，物流調査で補完したものの方が，県外へ

の漏出が少し減少し，山口市内に止まる効果が少し増加している。これは，

「食料品」に代表されるように山口市内の企業による修正によって山口市か

らその他県に漏出する額が減少した効果によると考えられる。一方，その他

県内の企業による修正では，「飲料」に代表されるように山口市からその他

県へ漏出が大きくなっている。県外への漏出の低下は，県内での波及効果が

循環することによって全体的に生じているものと考えられる。第1次効果と
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第2次効果における差異については，図10に見られるように，総額としては

僅かなものに止まっている。物流調査で補完したものは，第1次効果と第2次

効果でnon－survey法のものよりも大きくなるケース，小さくなるケース，

打ち消しあうケースと多様な差異が生じている。

図8　山ロ市湯田温泉宿泊客の直接効果

直接効果部門番号 部門
山口市 その他県 県外 合計

104 宿泊業 3，979 0 0 3，979
103 飲食店 582 0 0 582
83 貨物利用運送 331 0 0 331
78 鉄道輸送 202 0 0 202
73 193 0 0 193

141 0 0 1419
79 道路輸送（除自家輸送） 138 0 0 138
99 物品賃貸サービス 83 0 0 83
28 石5　　ロ 73 0 0 73
10 58 0 0 58

108 分類不明 37 0 0 37
92 教育 36 0 0 36

102 娯楽サービス 36 0 0 36
33 ガラス・ガラス製品 26 0 0 26
35 陶磁器 23 0 0 23
63 その他の製造工業製品 21 0 0 21

1 10 0 0 10
9 0 0 919　i謹　　　　　　6 0

一　　〇 6

18　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5 0 0 5

碍　i箇餓゜）　　，　衣服・その他の繊維既製品

0 0 5

14 5 0 0 5
26 医薬品 3 0 0 3

30 プラスチック製品 2 0 0 2

32 なめし革・毛皮・同製品 2 0 0 2

81 水運 2 0 0 2
105 洗濯・理容・美容・浴場業 2 0 0 2

86 通信 1 0 0 1

62 精密機械 1 0 0 1

82 航空輸送 1 0 0 1

合計 6015 0 0 6015
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図9 生産波及効果の比較
口on＿5u四e＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　hvbrid

合計 合計部門番号i　　　瑚
山ロ市 その他山1県外 合計 山ロ市 その他山【県外 合計

104宿泊巣 916 0 2，556 3，472 916 0 2，556 3，472

73 330 12 762 1，104 331 11 761 1，104

9 200 33 43ア 671 226 7 437 671

103 飲食店 534 2 122 658 534 2 122 658

74 金融・保険 123 10 385 518 123 10 385 518

83 貨物利用運送 151 101 85 33フ 151 101 85 337

77 82 39 189 310 82 39 189 310

ア9”㎜畠．辱』 （ 104 2 163 268 104 2 162 268

10

住宅賃貸料（帰属家賃）

　　　　　　　　’）

その他の対事業所サービス

82 0 174 257 58 26 172 257

101　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　51 5 189 245 51 5 189 245

78 鉄道輸送 113 1 119 233 113 1 119 233

28 石油製品 73 46 111 230 73 46 111 230

69 置力 65 6 151 222 65 6 151 222

99 物品賃貸サービス 61 3 129 194 61 3 129 194

85運輸付帯サービス 20 25 128 174 20 25 128 174
1 耕種農桑 38 2 131 171 39 1 131 171

86 通信 49 2 118 169 49 2 118 169

80 自家輪送 47 3 100 149 47 3 100 149

自動童・櫨械修理 40 6 102 147 39 6 102 147

不動産仲介及び雪貸 26 3 105 134 26 3 105 134
100

75
72

98
廃棄物処理 32 1 88 121 32 1 88 121

広告 6 1 102 109 6 1 102 109

88 情報サービス 4 0 101 105 4 0 101 105

102 娯楽サービス 49 1 50 100 49 1 50 100

66 建設補修 19 3 68 90 19 3 68 90
．合計 3，620 391 8，323 12，335 3，626 　1390　　8，318 12β34

図10 non・survey法と補完的アプローチ （hybrid） による生産波及効果の差異

No 部門番号1　　　部門 合計の差
（non－surv6y＞一（hybdd）

第1次の差
（non－survey）一（hyb而d）

第2次の差
（non－survev＞一くhvbdd）

1 84’ 0．09892 0．00196 0．09696

2 43

‘

庫

パルプ・紙・板紙・加工紙

009553 0．02024 0ま〕7529

3 17 0．07725 0．06252 0．01473

4 55 半導体素子・集積回路 0ρ6767 0．06744 0．ODO23

5 28 石油製品 0．06234 一〇．00743 0．06977

6 73商業 0，0572で 0．02862 0．02858

7 74 金融・保険 0．04966 0．02786 0．02180

8 108 0．04387 0」〕3262 0．01125

9 1

分類不明
耕種農業 0．04355 0．03240 0．01114

10 79 道路輸送（除自家輸送） 0．02168 0．01412 0．00フ56

11 101 その他の対事業所サービス 0．02008 0．01224 0．00784

12 4林業 0．01759 0．05989 一〇．04230

13 46’畠一』昌』』 臓械 0．01686 O．01661 0．00025

14 9　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．01616 0．00607 0．01009

15 771住宅賃貸料（帰口家賃） 0．01436 0．00000 0．01436

16 621精密機械 0．01404 0．01361 0．ODO43

17 661油愚匹櫨絡 0．01380 0．00725 0．00655

18 19　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．01266 0．00934 0．OO332

19 98広告 0．01227 0．00762 0．00465

20 91 公務 0．01195 0．00894 0．00301

21 15 0．01183 0．01023 α00160
22 93 研究 0．01016 0．00668 0．00348

23 75 不動産仲介及び賃貸 0．00998 0．00515 0．00483

24 76伺　．一’脇’． 1 0．00990 0．00000 0．00990

25 18 000842 0．00600 O．00242

88　　　　96 介護 一〇．00018 0．00000 一〇．00018

89 60船舶・同修理 一〇．00026 一〇、00029 0．00003

go 29石炭製品 一〇，00035 一〇．00027 一〇．00008

91 97その他の公共サービス 一〇．00102 0．00111 一〇．00213

92 104宿泊業 一〇．00122 0．000DO 一〇．00122

93 5 一〇．00132 一〇．00121 一〇．ODO11

94 70 ガス・熱供給 一α00151 一〇、00421 0．00270

95 95 社会保障 一〇，00195 0．00000 ・つ．00195

96 81 水運 一〇．00242 一〇．00186 一〇，00056

97 44 その他の金属製品 一〇，00290 一qOO293 0．00002

98 30 プラスチック製品 一〇．00644 一〇．00556 一〇．00089

99 33ガラス・ガラス製品 一〇，0078フ 0．03381 一〇．04168

loo 80 自家輸送 一〇．Ol412 一〇．01486 0．00074
101 6金属　” 一〇，01670 0．ODOOO 一〇．01670

102　　　　　　　　　フ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℃．0191フ
一〇．01903 一〇，00014

103 11飼料・有機質肥料（除別掲〉 一〇．02758 005353 一〇．08111

104 36 その他の窯業・土石製品 一〇．02758 一〇．09684 0．06925

105 13 繊維工業製品 一〇．036刀 一〇．00248 一〇．03429

106 105 洗濯・理容・美容・浴場業 一〇〇3690 ℃．03695 0．00DO5

107 47 その他の一般機械器具及び部品 一〇．07312 一〇．00052 一〇．07260

108　　　　94 医療・保健 一〇．09349 一〇．09049 一〇．00300

合計 0．57618 O．22544 0．35074
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5．おわりに

　本研究では，観光政策のような市町村レベルの政策効果を分析するため

に，小地域レベルの地域間産業連関表が非常に重要である点に留意し，小地

域レベルの地域間産業連関表の作成について検討した。小地域レベルでは，

通常の産業連関表の作成自体も困難であるが，本研究では，より詳細な小地

域間の関係性を議論する時には欠かせない地域間交易の推計を中心に議論

している。地域間交易の推計には，survey法とnon－survey法の2つのアプ

ローチがあるが，小地域レベルでの分析を進めるためには，この2つのアプ

ローチを効果的に補完する方法の開発が重要である。

　本研究では，survey法とnorトsurvey法を組み合せた地域間交易の推計方

法について検討し，survey法の課題とnon－survey法の問題点を明らかにし

ている。survey法の課題は，実施にかかるコスト以外にも小地域レベルで

の調査における回答の煩雑さや困難さであり，小地域レベルで効果的な調査

手法の検討が必要である。本研究が採用したnon－survey法の問題点は，地

域間交易の双方向性を捉えることが出来ないことと，より多くの小地域を組

み合せた地域間産業連関表の推計では，推計の歪みがより小さな地域に集約

してしまい，整合的な推計結果が導かれないことである。このような問題点

を解決するには，survey法からの情報を活用することが有効である。一方

で，小地域レベルのsurvey法とnon－survey法を組み合わせた補完的なア

プローチにおいて，必要で有効な情報が何かについてを明らかにすること

で，小地域レベルの地域間産業表の作成に必要な調査項目について整理する

ことも可能となる。広域的な市町村合併の結果，生活圏における基本的な

行政主体としての市町村の重要性は増している。市町村における地域政策の

より有効な評価のため，小地域レベルの地域間産業連関表が多く作成される

ことが望まれる。
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